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概要 

➢ 上場株式数報告は、報告対象月において潜在株式等（行使・転換請求期間中の新株予

約権、新株予約権付社債、優先株等）がある場合にご提出をお願いしている書類です。

東証から上場会社様に対して入力フォームをご提供しますので、上場会社様にて必要

事項のご入力と内容のご確認後、ご提出ください。 

 

提出時期 

➢ 毎月７日までにご登録をお願いいたします。なお、毎年１月と５月については、祝日

の日程を考慮しまして、別途提出時期をご連絡いたします。 

 

提出方法 

➢ 毎月末に東証から書類が提供されたことをお知らせするメールが届きますので、以下

の作業をお願いします。 

・ポータルトップ画面の「未提出書類」一覧から該当書類を選択 

・次ページ以降の≪入力要領及び留意事項≫を参照の上、必要な事項を入力し、「確

認」ボタンを押下 

・提出画面表示後、問題がなければ「登録」ボタンを押下 

※「書類の提出が完了しました」という表示が出れば完了 
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入力要領及び留意事項 

１．全体的な留意事項 

➢ 報告対象月において潜在株式等（行使・転換請求期間中の新株予約権、新株予約権付

社債、優先株等）が存在しない場合、当該月の上場株式数報告書は「未提出書類」に

提供されません1。 

➢ 報告すべき潜在株式等が存在するにもかかわらず、上場株式数報告書が提供されない

場合には、東証上場部（制度推進・管理グループ）：050-3377-8076 までご連絡くだ

さい。 

➢ 報告対象月であることを確認し、「上場株式数報告（yyyy年 mm月）」を選択してくだ

さい。 

 
1 上場転換社債型新株予約権付社債については、行使期間中でなくても新規上場月から報告対象

となります。 
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２．メイン画面 
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➢ 報告対象月に潜在株式等が存在しない場合、「個別銘柄入力画面へ」ボタンは表示さ

れません。 

➢ 個別銘柄入力画面にて報告対象として表示しているのは新株発行の可能性があるもの

のみです。既に全て行使（放棄）済みの銘柄、事前に「新株予約権の権利行使に関す

る通知書」にて、すべて自己株式を交付する旨をご提出いただいている銘柄は表示さ

れませんのでご報告は不要です。 

➢ 上場株式数の変動要因となり得る潜在株式等を発行されているにも関わらずボタンが

表示されない場合には、東証上場部（制度推進・管理グループ）までご連絡をお願い

します。 

各項目の解説 

入力者の所属、役職、

氏名、ＴＥＬ 
◆ 前月報告時に入力いただいた内容を初期表示していますの

で、必要に応じてご変更ください。なお、前月の報告がな

い場合、「会社基本情報」より東証に届け出た株式事務担

当者又は担当部署を初期表示しています。 

報告書に関して確認させていただく場合がありますので、

入力内容についてご説明いただける方の所属、役職、氏名

を全角文字で、電話番号を半角数字で入力してください。 

前月上場株式数 ◆ 報告対象月の前月末時点の上場株式数を表示していますの

でご確認ください。 

表示された株式数に誤りがある場合は東証上場部（制度推

進・管理グループ）までご連絡をお願いします。 

新株予約権（ストック

オプション等）の行使

による上場株式数の増

加～種類株の転換によ

る上場株式数の増加数 

◆ 各項目について、報告対象となる潜在株式等が存在する場

合は右側に「個別銘柄入力画面へ」ボタンが表示されます

ので、ボタンを押下し個別銘柄入力画面を開き、必要な情

報を入力してください。 

その他の事由による上

場株式数の増減 
◆ 報告対象月中に、東証で把握している潜在株式等の行使・

転換以外の事由により、上場株式数に変動が生じている場

合には、増加分、減少分それぞれ表示をしていますのでご

確認ください（増減が無い場合、０が表示されます）。 

訂正等がある場合には変更いただき、「増減理由欄」に変

動理由を入力してください（複数の理由がある場合には理

由毎の株数の内訳もご入力ください）。 

月間変動上場株式数総

計～当月末上場株式数 
◆ 上記の必要項目（個別画面からの反映値も含む）にすべて

入力したら「計算」ボタンを押下します。「月間変動株式

数」及び「当月末上場株式数」欄に表示された計算結果を

確認します。 
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３．新株予約権行使報告書（新株予約権） 

 

 
 

 

 

各項目の解説 

銘柄名称 ◆ 発行決議日（取締役会決議日、旧商法に基づく旧新株引受権の

場合には総会決議日）の属する月を用いて便宜的に銘柄名称を

表示しています。同月に複数銘柄の発行決議がなされた場合、

枝番を付しています。 

発行決議日 ◆ 発行決議日（取締役会決議日、旧商法に基づく旧新株引受権の

場合には総会決議日）を表示しています。 

権利行使期間開始日、 

権利行使期間終了日 

◆ 新株予約権の権利行使期間の開始日及び終了日を表示していま

す。報告対象月がこの期間内の場合、報告対象となります。 

新株予約権の発行価額 ◆ 新株予約権１個あたりの発行価額を表示しています。 

１株あたりの権利行使

価額 
◆ 書類の提供時点で有効な行使時の１株あたりの権利行使価額を

表示しています（月中に行使価額が変更された場合や日々行使

価額が変動する修正条項付き新株予約権の場合、便宜的な数値

が表示される場合があります）。 
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＜行使数に係る項目＞ 

当月における新株予約

権行使総数のうち新株

発行に係る行使数 

◆ 報告対象月における新株発行に係る行使数を入力します。行使

がない場合には０を入力します。 

当月における新株予約

権行使総数のうち自己

株式交付に係る行使数 

◆ 報告対象月における自己株式交付に係る行使数を入力します。

行使がない場合には０を入力します。 

当月における新株予約

権行使数 

◆ 報告書下の「計算」ボタンを押下し、表示された「当月におけ 

る新株予約権行使総数のうち新株発行に係る行使数」と「当月 

における新株予約権行使総数のうち自己株式交付に係る行使数」 

の合計値を確認します。 

＜株式数に係る項目＞ 

発行新株式数 ◆ 報告対象月における新株予約権の行使に伴う発行新株式数を入

力します。行使がない場合には０を入力します。 

交付自己株式数 ◆ 報告対象月における新株予約権の行使に伴う交付自己株式数を

入力します。行使がない場合には０を入力します。 

新株式発行・自己株式

交付総数 

◆ 報告書下の「計算」ボタンを押下し、表示された「発行新株式

数」と「交付自己株式数」の合計値を確認します。 

新株式発行価額総額 ◆ 通常は、報告書下の「計算」ボタンを押下し、表示された「新

株式発行価額総額」(※)を確認します。 

※「新株予約権の発行価額に当月中に行使された新株予約権の

数（新株式発行分）をかけた金額」と「行使時の権利行使価額

に権利行使により発行された新株式数をかけた金額」の和が表

示されます。（ゼロの場合には０が表示されます） 

◆ 以下の「手入力の場合はこちらにチェック」を「ＯＮ（チェッ

ク有）」することで「新株式発行価額総額」が入力可能となり

ます。 

◆ 詳しい説明は以下の「入力のヒント」をご覧ください。 

◆ なお、月中に権利行使価額が変動するような修正条項付き新株

予約権の場合、行使状況の内訳（株数及び発行価額）をメイン

画面の「利用者メモ」欄に入力します。 

手入力の場合はこちら
にチェック 

◆ 初期値は「ＯＦＦ（チェック無）」となっています。 

上記の「新株式発行価額総額」を手入力したい場合は「ＯＮ（

チェック有）」にします。 

＜新株予約権の残存数管理に係る項目＞ 

新株予約権の上場/非上

場の別 

◆ 報告対象銘柄が東証上場銘柄（新株予約権無償割当て（ライツ

・オファリング）により発行される新株予約権証券で東証に上

場している銘柄）の場合は「上場」、東証非上場銘柄の場合は

「非上場」を表示します。 
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新株予約権の残存有無 

（非上場銘柄のみ） 

◆ 報告対象銘柄が東証非上場銘柄の場合に入力可能となります。

「有」が初期表示されます。 

◆ 新株予約権残存数が０となった場合は「無」を選択して「新株

予約権消滅理由」欄に入力します。 

◆ 「新株予約権残存有無」が「無」になった場合、翌月から報告

対象外となります。 

◆ 権利行使期間の最終日が報告対象月に該当する場合は、権利行

使期間の最終日における残存有無を選択してください。 

新株予約権残存数 

（上場銘柄のみ） 

◆ 報告対象銘柄が東証上場銘柄の場合に入力可能となります。 

◆ 報告対象月の末日における新株予約権の残存数を入力します。 

◆ 新株予約権残存数が０になった場合は、以下の「新株予約権消
滅理由」欄に入力します。 

◆ 「新株予約権残存数」が０になった場合、翌月から報告対象外
となります。 

◆ 権利行使期間の最終日が報告対象月に該当する場合は、権利行

使期間の最終日における残存数を入力してください。 

新株予約権消滅理由 ◆ 「新株予約権の残存有無」が「無」になった場合、又は「新株

予約権残存数」が０になった場合に、その理由を入力します。 

「新株予約権の残存有無」が「有」の場合、又は「新株予約権

残存数」が０以外の場合は、入力不要です。 

（【例】：新株予約権の全数行使、新株予約権者の権利放棄） 
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入力のヒント 
 

➢ 「手入力の場合はこちらにチェック」が「ＯＦＦ（チェック無）」の時、「計算」ボタン押下すると、「

新株式発行価額総額」が自動計算されます。 

＜新株式発行価額総額の自動計算例＞ 

新株予約権の発行価額（a）：30,000円、1株あたりの権利行使価額（b）：1円 

新株式発行に係る行使数（c）：10個、発行新株式数（d）：1,000株 

◆ パターン１:すべて新株式を発行した場合 ◆ 

  新株式発行価額総額 ＝ 30,000（a）×10（c）＋ 1（b）×1,000（d） ＝ 301,000 

◆ パターン２:一部を新株式発行（600株）、一部を自己株式で代用交付（400株）した場合 ◆ 

 新株式発行価額総額 ＝ 30,000（a）× 6（c）＋ 1（b）× 600（d）     ＝ 180,600 
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➢ 「新株式発行価額総額」に自動計算結果と異なる数値を入力したい場合、「手入力の場合はこちらにチ

ェック」を「ＯＮ（チェック有）」にします。 

 ＜新株式発行価額総額の手動計算例＞ 

 ◆ 権利行使価額が調整・修正された場合（1円→100円）◆  

  新株予約権の発行価額（a）：30,000円、1株あたりの権利行使価額（b）：100円 

新株式発行に係る行使数（c）：10個、発行新株式数（d）：1,000株 

   新株式発行価額総額 ＝30,000（a）×10（c）＋100（b）×1,000（d） ＝400,000←手入力する 

 

 

 

➢ 「当月における新株予約権行使総数のうち新株発行に係る行使数」、「当月における新

株予約権行使総数のうち自己株式交付に係る行使数」、「発行新株式数」及び「交付自

己株式数」の４項目全て未入力の状態で「計算」ボタン押下した場合、これら４項目と

「新株式発行価額総額」の合計５項目に０が一括入力されます。 
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➢ 新株予約権残存数が無くなった場合、「新株予約権消滅理由」に消滅理由を入力していないと、「反映」

ボタン押下時に警告メッセージが表示されます。 

 
 

上場銘柄  ：「新株予約権残存数（上場銘柄のみ）」に０を入力した場合 

 
 

非上場銘柄：「新株予約権の残存有無（非上場銘柄のみ）」に「無」を選択した場合 
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４．新株予約権行使報告書（転換社債型新株予約権付社債） 

 
 

各項目の解説 

回 記号 ◆ 銘柄回号を表示しています（海外発行の非上場債の場合、

償還年月の一部が表示されています）。報告対象となるのは

以下の２件です。 
①報告対象月に上場している転換社債型新株予約権付社債 

②報告対象月に権利行使期間中の非上場転換社債型新株予

約権付社債 

発行形態 ◆ 国内発行・海外発行の別を表示しています。 

前月末時点上場（残存）

額面総額 

◆ 対象銘柄の前月末時点の残存額面総額を表示しています（

前月分の報告書内の「当月末現在上場（残存）額面総額」

の値が反映されます）。 

月間行使総額～償還総額 ◆ 報告対象月における転換社債型新株予約権付社債の行使（

転換）・消却・償還総額の内訳を入力します（外貨建で発

行した転換社債型新株予約権付社債の場合は、外貨建で入

力してください）。ゼロの場合には０を入力します。 

当月末現在上場（残存）

額面総額 

◆ 項目欄内の「計算」ボタンを押下し、表示された「当月末

現在上場（残存）額面総額」を確認します。 
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行使時の払込金額 ◆ 行使時の１株あたり転換価額を表示しています。月中に転

換価額が変更された場合や、日々転換価額が変動する新株

予約権付社債の場合、便宜的な数値が表示されることがあ

りますのでご留意ください。 

発行新株式数、自己株式 

移転数 

◆ 報告対象月における転換社債型新株予約権付社債の行使

（転換）に伴う交付株式数の内訳を入力します（行使 

（転換）がない場合には０を入力します）。 

月間交付株式総数 ◆ 項目欄内の「計算」ボタンを押下し、表示された「発行 

新株式数」と「自己株式移転数」の合計値を確認します。 

新株式発行価額総額、 

自己株式移転価額総額 

◆ 行使（転換）時の新株式発行価額総額・自己株式移転価

額総額（新株予約権の行使に際して出資される財産の価

額）の内訳を円単位で入力します（外貨建で発行した転

換社債型新株予約権付社債の場合も、円単位で入力してく

ださい）。 

新株式発行・自己株式移 

転総額 

◆ 項目欄内の「計算」ボタンを押下し、表示された「新株

式発行価額総額」と「自己株式移転価額総額」の合計値

を確認します。 

なお、この総額と月間行使額面総額が１０％以上乖離し

ている場合、反映ボタン押下時に警告メッセージが表示

されます。その場合、乖離要因をメイン画面の「利用者

メモ」欄に入力してください。 
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５．新株予約権行使報告書（転換社債型以外の新株予約権付社債） 

 
 

 

各項目の解説 

回記号～当月末現在上

場（残存）額面総額 

◆ 「新株予約権行使報告書（転換社債型新株予約権付社債）」の

各項目をご参照ください。 

◆ 報告対象となるのは、報告対象月に権利行使期間中の新株

予約権付社債です。 

行使時の払込金 ◆ 新株予約権行使時の１株あたり発行価額を表示しています。 

発行新株式数～新株式

発行・自己株式移転総額 

◆ 「新株予約権行使報告書（転換社債型新株予約権付社債）」

の各項目をご参照ください。 

現金払込分交付株式数、

代用払込分交付株式総数 

◆ 現金払込・代用払込による交付株式発行（交付）価額総額

の内訳を入力します。ゼロの場合には０を入力します。 

現金払込分発行価額

総額、代用払込分発行

価額総額 

◆ 現金払込・代用払込による交付株式数の内訳を入力します。

ゼロの場合には０を入力します。 
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６．有価証券転換報告書（種類株） 

 
 

各項目の解説 

銘柄略称 ◆ 対象となる種類株の名称・商品性（種別・回号、優先/後配

の別等）から、便宜的に銘柄略称を表示しております。 

（【例】：第 1回 A種優先株式→「１－A優」） 
◆ 銘柄特定にあたり、不明な点がございましたらお問い合わ

せください。報告対象となるのは、普通株式への転換権が付
与されており、かつ報告対象月に転換期間中の種類株です。 

１株あたり発行価格（種

類株） 

◆ 対象となる種類株の１株あたりの発行価額（発行時）を表

示しています。 

前月末時点株式数 ◆ 対象銘柄の前月末時点の発行済株式数を表示しています（

前月末時点の株式数が正しい値で表示されているかご確

認ください）。 

普通株式への転換に伴

い取得した株式数 

◆ 普通株式への転換に伴い取得した種類株の株式数を入力

します。ゼロの場合には０を入力します。 

◆ 取得条項により取得した種類株を転換した場合も、株式数へ

含めます。 

消却株式数 ◆ 報告対象月に消却した株式数を入力します。ゼロの場合に
は０を入力します。 

その他事由による種類

株の増減 

◆ 消却以外の事由により対象となる種類株式数に変動が

ある場合（追加発行・他の種類株式からの転換等）、

増加・減少株式数を入力のうえ、変動理由をメイン画

面の「利用者メモ」欄に入力します。 
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当月末時点株式数 ◆ 画面下の「計算」ボタンを押下し、表示された「当月

末時点株式数」を確認します。 

転換に伴う増加株式数 ◆ 種類株の転換により増加した普通株式数を入力します。 

転換に伴う交付自己株

式数 

◆ 種類株の転換により交付した自己株式数を入力します。 

転換に伴う交付株式総

数 

◆ 画面下の「計算」ボタンを押下し、表示された「当月末時

点株式数」を確認します。 

自己株式を交付し、転

換価額に変更があった

場合の入力欄 

◆ 自己株式を交付した場合で、報告対象月に転換価額の変更
があった場合のみ入力します。新株式発行のみの場合は記
入する必要はありません。 

◆ 不明な点がございましたらお問い合わせください。 

 
 

以  上 


